
獣
医
師
免
許
を
持
つ
皆
さ
ん
へ

　

２
年
ご
と
に
届
出
が
必
要
で
す
。

対
象

　

市
在
住
で
獣
医
師
免
許
を
持
っ
て

い
る
人

届
出
方
法

　

５
年
１
月
1
日
㈷
～
31
日
㈫
に
届

出
書
２
部
を
郵
送
（
必
着
）
ま
た

は
持
参

※
電
子
申
請
も
可

※
詳
し
く
は
農
林
水
産
省
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
や
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照

届
出
・
問
合
先

　

〒
５
７
１
︲
０
０
４
２

　

深
田
町
19
︲
５

　

環
境
政
策
課

　

☎
０
６（
６
９
０
２
）７
２
１
２

使
用
済
み
ス
テ
ン
レ
ス
製
ボ
ト
ル
の

回
収
ボ
ッ
ク
ス
を
設
置

　

海
洋
ご
み
対
策
や
再
資
源
化
の
取

り
組
み
を
目
的
と
し
て
、
タ
イ
ガ
ー

魔
法
瓶
㈱
と
連
携
し
て
、
家
庭
で
不

用
に
な
っ
た
ス
テ
ン
レ
ス
製
ボ
ト
ル

の
回
収
ボ
ッ
ク
ス
を
試
験
的
に
設
置

し
て
い
ま
す
。

※
タ
イ
ガ
ー
魔
法
瓶
社
製
品
以
外
も

対
象

設
置
場
所

　

市
役
所
別
館
１
階
、
南
部
市
民
セ

ン
タ
ー
、
市
民
プ
ラ
ザ
、
リ
サ
イ

ク
ル
プ
ラ
ザ

問
合
先　

環
境
政
策
課

　

☎
０
６（
６
９
０
９
）４
１
２
９

12月26日㈪納付期限 市・府民税第４期、国民健康保険料第７期、後期高齢者医療保険料第６期の普通徴収　収納課　☎０６（６９０２）５９３５

右上表を参照してください。
特別会計

◆収入　23億4011万円
◆支出　21億2534万円

水道事業会計

◆収入　41億2857万円
◆支出　35億8167万円

公共下水道事業会計

　市は、社会保障関係経費の増加や人口減少などさまざまな課題
を抱えていますが、引き続き持続可能な行財政運営に取り組んで
いきます。
　市の財政状況について、わかりやすく「見える化」して、市ホ
ームページで公表しています。
問合先　財政課　☎０６(６９０２)５８６９

３ 年 度 決 算 の 概 要３ 年 度 決 算 の 概 要

付
加
年
金
制
度
の
ご
あ
ん
な
い

　

国
民
年
金
の
定
額
保
険
料
に
付
加

保
険
料
を
上
乗
せ
し
て
納
め
る
こ
と

で
、
年
金
受
給
額
を
増
や
す
こ
と
が

で
き
ま
す
。

対
象

　

国
民
年
金
第
１
号
被
保
険
者
、
65

歳
未
満
の
任
意
加
入
被
保
険
者

※
国
民
年
金
基
金
に
加
入
し
て
い
る

人
、
国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
、

納
付
猶
予
を
受
け
て
い
る
人
は
加

入
不
可

掛
け
金

　

月
額
４
０
０
円

受
給
額

　

２
０
０
円
に
納
付
月
数
を
乗
じ
た

額
※
申
請
書
は
日
本
年
金
機
構
ホ
ー
ム

テ
レ
ビ
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
は

返
品
で
き
な
い
？

　

テ
レ
ビ
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
な
ど
の
通

信
販
売
で
購
入
し
た
物
を
返
品
し
た

い
と
い
う
相
談
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま

す
。
店
頭
販
売
と
は
違
っ
て
色
や
サ

イ
ズ
、
重
さ
な
ど
を
十
分
に
確
認
で

き
な
い
の
で
、
ト
ラ
ブ
ル
に
な
り
や

す
い
で
す
。

　

通
信
販
売
は
ク
ー
リ
ン
グ
・
オ
フ

制
度
が
適
用
さ
れ
ず
、
自
己
都
合
に

よ
る
返
品
は
で
き
ま
せ
ん
。
リ
ス
ク

が
あ
る
こ
と
を
理
解
し
た
上
で
、
購

入
す
る
前
に
返
品
の
可
否
や
条
件
な

ど
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

問
合
先

　

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

　

☎
０
６（
６
９
０
２
）７
２
４
９

ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可

申
込
・
問
合
先

　

市
民
課

　

☎
０
６（
６
９
０
２
）６
０
０
５

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
の

手
続
き
は
お
済
み
で
す
か

　

年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
は
、
年

金
収
入
や
所
得
額
が
一
定
基
準
額
以

下
の
年
金
受
給
者
の
生
活
を
支
援
す

る
た
め
に
年
金
に
上
乗
せ
し
て
支
給

さ
れ
る
も
の
で
す
。

　

対
象
者
に
は
、
日
本
年
金
機
構
か

ら
「
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金
請
求

書
」
が
９
月
頃
に
送
付
さ
れ
て
い
ま

す
の
で
、
５
年
１
月
４
日
㈬
ま
で
に

届
く
よ
う
に
返
送
し
て
く
だ
さ
い
。

　

５
年
１
月
５
日
㈭
以
降
に
請
求
し

た
場
合
、
請
求
月
の
翌
月
分
か
ら
の

支
給
に
な
り
ま
す
。

※
受
給
中
の
人
は
手
続
き
不
要
で
す

問
合
先

　

給
付
金
専
用
ダ
イ
ヤ
ル

　

☎
０
５
７
０（
０
５
）４
０
９
２

　

☎
０
３（
５
５
３
９
）２
２
１
６

※
０
５
０
で
始
ま
る
番
号
か
ら
か
け

る
場
合
は
②
へ

　
不
審
な
電
話
や
案
内
に
ご
注
意
く

だ
さ
い

　
日
本
年
金
機
構
や
厚
生
労
働
省
か

ら
金
融
機
関
の
口
座
番
号
・
暗
証
番

号
を
た
ず
ね
た
り
、
手
数
料
な
ど
の

金
銭
を
求
め
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

水
道
メ
ー
タ
ー
取
り
替
え

12
月
の
取
替
工
事
予
定
地
区

　

四
宮
１
～
６
丁
目
、
下
馬
伏
町
、

脇
田
町
、
千
石
東
町
、
千
石
西
町

江
端
町
、
東
江
端
町
、
巣
本
町
、

岸
和
田
２
・
３
丁
目
、
北
岸
和
田

１
～
３
丁
目

※
地
区
を
追
加
す
る
場
合
あ
り

※
不
在
で
も
取
り
替
え
る
場
合
あ
り

施
工
業
者　

㈱
星
和
管
工

　

千
石
西
町
15
︲
６

　

☎
０
７
２（
８
８
２
）９
２
１
５

費
用　

無
料

　
市
職
員
を
装
っ
た
訪
問
販
売
、
詐

欺
に
ご
注
意
く
だ
さ
い

問
合
先　

お
客
さ
ま
セ
ン
タ
ー

　

☎
０
６（
６
９
０
３
）２
１
２
２

償
却
資
産
の
申
告
を

　

固
定
資
産
税
は
、
土
地
や
家
屋
の

ほ
か
、
償
却
資
産
（
事
業
用
資
産
）

に
も
課
税
さ
れ
ま
す
。
個
人
・
法
人

と
も
に
、
５
年
１
月
１
日
現
在
の
資

産
状
況
を
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。　

申
告
が
必
要
な
場
合

◦
市
内
に
事
業
用
（
製
造
・
販
売
建

設
・
サ
ー
ビ
ス
業
な
ど
）
の
償
却

資
産
を
所
有
し
て
い
る

◦
市
内
の
事
業
所
に
事
業
用
と
し
て

償
却
資
産
を
貸
し
て
い
る

◦
倉
庫
な
ど
の
不
動
産
の
賃
貸
業
を

営
ん
で
い
る

◦
共
同
住
宅
を
経
営
し
て
い
る

申
告
の
対
象
と
な
る
資
産

　

路
面
舗
装
、
広
告
塔
、
パ
ソ
コ
ン
、

複
写
機
、
看
板
な
ど
の
事
業
用
の

資
産

申
告
受
付
期
間

　

５
年
１
月
４
日
㈬
～
31
日
㈫

※
詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
参
照

申
告
・
問
合
先

　

課
税
課

　

☎
０
６（
６
９
０
２
）５
９
１
８

　地方公共団体の財政の健全性を示す指標です。各比率が基準を
超えると、財政健全化計画などを策定し、早期に改善に取り組む
必要があります。本市の比率は、いずれも基準を下回っています。

市民１人当たりの歳出決算など

財政健 全 化 指 標

会計名 歳入 歳出 累積収支額
（実質収支額）

一般会計 639億8394万円 632億5208万円 ４億8910万円

特
別
会
計

国民健康保険事業 148億3386万円 146億4641万円 １億8745万円

都市開発資金 29万円 29万円 ―

公共用地先行取得事業 2903万円 2903万円 ―

後期高齢者医療事業 18億7084万円 17億7797万円 9287万円

合　　計 807億1796万円 797億578万円 ７億6942万円

※�累積収支額（実質収支額）とは、歳入から歳出と翌年度繰り越し財源を差し
引いた金額

門真市
早期
健全化
基準

財政
再生
基準

説明

実質赤字比率 ― 11.86% 20.0% 標準財政規模に対する一般会計などの赤字額の比率（赤字額がないため、「―」で表示）

連結実質赤字比率 ― 16.86% 30.0% 標準財政規模に対する市の全会計の赤字額の比率（赤字額がないため、「―」で表示）

実質公債費比率 3.7% 25.0% 35.0% 標準財政規模に対する一般会計などが負担すべき市債償還金の比率

将来負担比率 15.2% 350.0% 標準財政規模に対する一般会計などが将来負
担すべき負債の比率

資金不足比率 ― 20.0%
事業規模に対する公営企業ごとの資金不足額
の比率（水道・下水道会計ともに資金不足額
ないため「―」で表示）

※標準財政規模…標準的な行政サービスを提供する上で、市が自由に使える財源の大きさ

各 会 計 別 歳 入 歳 出 決 算

●福祉の充実…28万2661円
●地域・文化振興、人権政策や
防犯対策…６万3236円

●道路等の整備…５万98円
●教育の充実…３万5851円

●環境・衛生の向上…４万753円
●消防事業の向上…１万3879円
●市債の返済…３万9618円
●その他…6589円

（※１）内訳は利子割交付金、
配当割交付金、株式等譲渡所
得割交付金、法人事業税交付
金、地方消費税交付金、自動
車税環境性能割交付金
（※２）内訳は地方譲与税、
地方特例交付金、交通安全対
策特別交付金、分担金及び負
担金、使用料及び手数料、財
産収入、寄附金、繰入金、繰
越金、諸収入

税

金

年

金

上
下
水
道

消
費
生
活

環

境

合計
639億
8395万円

市税
175億
8864万円

国庫支出金
206億9635万円

地方交付税
80億9233万円

市債
44億1571万円

府支出金
46億9683万円

税交付金（※１）
36億559万円

その他（※２）
48億8850万円

◆歳入

合計
632億
5209万円

民生費
335億
6378万円

総務費
75億882万円

公債費
47億431万円

土木費
59億4874万円

衛生費
48億3908万円

教育費
42億5699万円

消防費
16億4806万円

商工費
3億8661万円
議会費
3億7125万円
農林水産業費
2445万円

◆歳出

一般会計
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